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１ 統計指標等からみた山形県における子育てと仕事の両立に関する現状 

 

  (1)  女性の年齢別就業率（平成 17 年） 

      山形県では、女性の就業率が、25 歳から 39 歳の間に出産･育児で落ち込む傾向にある

が、全国平均からみて、落ち込みが緩やか。 

              (25～29 歳)          （30～34 歳）         （35 歳～39 歳） 

     ○ 山形県   ７５．９％            ７２．７％            ７５．５％ 

     ○ 全 国   ６６．１％            ５２．３％            ５８．９％ 

女性の年齢別就業率（平成17年）

12.4%

70.1%

75.9%
72.8%

75.5%

80.5%
82.3%

76.2%

64.7%

14.5%

61.4%

66.1%

57.5% 58.9%

66.7%
70.4%

66.2%

57.9%
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40.0%

50.0%
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90.0%

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

山形県

全国

(注)　「国政調査」（総務省）による。

 

  (2)  三世代同居率の推移 

      山形県では、三世代同居率が全国平均を上回っているが、年々減少。 

               (平成７年)          （平成 17 年） 

     ○ 山形県   ２８．６％            ２４．９％     １２．９ポイント減少 

     ○ 全 国   １０．５％             ８．６％     １８．１ポイント減少 

三世代同居率及び核家族世帯数の推移（平成７年～17年）

161,559

172,265

180,368

28.6% 28.1%

24.9%

10.5% 10.1%
8.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

平成７年 12年 17年

150,000

155,000

160,000

165,000

170,000

175,000

180,000

185,000
核家族世帯

山形県

全国

(注）　「国勢調査」(総務省）による。
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  (３)  出生数の推移 

      山形県では、出生数が全国の減少を上回る速度で減少。 

              (平成 7 年)         （平成 17 年） 

     ○ 山形県    11,507 人           9,357 人     １8．7 ポイント減少 

     ○ 全 国  1,187,064 人         1,062,530 人     １0．5 ポイント減少 

11,507 11,643
11,215 11,030 10,815 10,919 10,907

10,489
10,087 9,920

9,357

1,187,064

1,206,555

1,191,665

1,203,147

1,177,669

1,190,547

1,170,662

1,153,855

1,123,610

1,110,721

1,062,530

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年
980,000

1,000,000

1,020,000

1,040,000

1,060,000

1,080,000

1,100,000

1,120,000

1,140,000

1,160,000

1,180,000

1,200,000

1,220,000
山形県

全国

山形県における出生数の推移

(注）　山形県の資料による。
 

 

  (4)  仕事と育児の両立可能な環境整備 

      仕事と育児の両立可能な環境整備について、整備されていない及びあまり整備されてい

ないが７４．９％。 

      (注) 山形県が県内在住の満 20 歳以上の男女 2,500 人を対象に平成 18 年 6 月から 7 月

の間に実施した「平成 18 年度新世紀やまがた課題調査」結果による。 

県内では仕事と育児の両立が可能な環境が整備されていると思いますか

あまり整備されていない,
42.7%

整備されていない, 32.2%

ある程度整備されている,
15.2%

整備されている, 1.3%

どちらともいえない, 7.9%
無回答, 0.7%

(注)　「平成18年度新世紀やまがた課題調査報告書（平成18年12月）」（山形県）
　　による。
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  (5)  育児休業を取得しなかった主な理由 

      山形県民が育児休業を取得しなかった主な理由（３選択）について、仕事が忙しく、職場・

同僚に迷惑がかかるから等の職場の雇用環境を理由としたものが、夫延べ７３．３％、妻延

べ５５．４％。 

      (注) 山形県が就学前児童のいる家庭 980 世帯を対象に平成 18 年 9 月に実施した「やま

がた子育て環境課題調査」結果による。 

育児休業を取得しなかった主な理由（３選択）

43.8%

29.8%

21.4%

16.4%

5.7%

21.4%

9.4%

21.1%

0.7%

1.3%

7.0%

0.0%

4.0%

27.9%

20.6%

17.2%

13.7%

3.9%

17.2%

6.9%

0.0%

0.4%

12.4%

30.9%

0.9%

2.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

配偶者・家族の協力で、取得する必要がなかったから

仕事が忙しく、職場・同僚に迷惑がかかるから

取得しにくい雰囲気が職場にあったから

職場に育児休業制度がなかったから

取得すると勤務評定に影響するから

取得すると収入がへるから

育児休業を取得したいと思わなかったから

配偶者が取得したため、必要なかったから

育児休業の制度を知らなかったから

育児休業の対象者ではなかったから

その他

無効

無回答

夫

妻

(注)　「やまがた子育て環境課題調査報告書（平成18年11月）」による。
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２ 次世代育成支援対策の推進に関する意識調査結果 

 

  (1)  一般事業主 

    ① 次世代育成支援対策推進法の周知状況 

      次世代育成支援対策推進法について、「名前は知っているが、内容は知らない」または

「名前も内容も知らない」が 155 社７０．５％と、未だ同法について、浸透していない。 

内容まで知っている

30（16.8%）

内容まで知っている
30（83.3%）

内容まで知っている
63（28.6%）

名前は知っているが、内
容は知らない
101（56.4%）

名前は知っているが、内
容は知らない 107

（48.6%）

名前は知っているが、

内容は知らない

6（16.7%）

名前も内容も知らない
 46（25.7%）

名前も内容も知らない
48（21.8%）

無回答 2(0.9%)

無回答 2（1.1%）

中小企業
Ｎ=179

大企業
Ｎ=36

全体
Ｎ=220

 

(注) 県内に所在する企業を対象として無作為に 420 社を抽出し、郵送による調査（400
社）及び面接による調査（20 社）を行った結果、220 社（回答率 52.4％）から回答

を得たものである。 
     

    ② 一般事業主行動計画の策定状況 

      一般事業主行動計画を策定している企業は、大企業で 86.1％となっているが、中小企

業では 5.6％に止まっており、全体で 80.0％の企業が未策定となっている。 

策定済み
43（19.5%）

策定済み
10（5.6%）

策定済み
31（86.1%）

策定中・予定
14（6.4%）

策定中・予定
13（7.3%）

策定中･予定
1（2.8%）

策定していない
162（73.6%）

策定していない
155（86.6%）

策定していない
4（11.1%）

無回答
1（0.5%）

無回答
1（0.6%）

中小企業
Ｎ=179

大企業
Ｎ=36

全体
Ｎ=220
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    ③ 一般事業主行動計画を策定していない理由（複数回答） 

      上記②にて、行動計画を策定していない 162 社の未策定の理由は、「策定が求められ

ていることを知らなかった」としているものが 59.8％と最も多く、次いで「どのように策定し

てよいかわからなかった」としているものが 25.9％となっている。 

2

4

4

7

8

15

16

42

97

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

無回答

子育て中の社員がいない

出産対象となる女性社員がいない

経営的な負担が大きい

仕事と育児の両立が図られているので策定の必要がない

策定する時間がない

その他

どのように策定してよいか分からなかった

策定が求められていることを知らなかった

社

59.8%

25.9%

9.9%

9.3%

4.9%

4.3%

2.5%

2.5%

1.2%

 
    ④ 次世代育成支援のために企業が望むもの（複数回答） 

      次世代育成支援のために企業が望むものの主なものは、助成金･補助金等の支給、税

制優遇及び行政による情報提供が 4 割を超えている。 

109

94
93

70

46

34
31

8

21

0 20 40 60 80 100 120

助成金・補助金等の支給

税制優遇措置

行政による情報提供

企業の担当者向けの研修会の開催

次世代育成支援について相談できる窓口の設置

法律の見直し

専門家のアドバイス

その他

無回答

社

49.5%

42.7%

42.3%

31.8%

20.9%

15.5%

14.1%

9.5%

3.6%

 

    ⑤ 両立支援関連の各種助成金等の周知状況 

      両立支援関連の各種助成金等（育児･介護助成金等）について、「すべて知っている」企

業が全体の 6.8%と少なく、「一部知っている」又は「知らない」企業が全体の 87.2％と多数

を占めている。 

      さらに、各種助成金等を「すべて知っている」又は「一部知っている」としている 142 企業

において、知っている助成金等の種類は、「育児休業中の社会保険料免除」が81.7％と最

も多く、次いで、「育児休業基本給付金･育児休業者職場復帰給付金」が 76.1％、「育児･

介護費用助成金」が 52.8％となっているが、それ以外は 30％台にとどまっている。 
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一部知っている
　127（57.7％）

知らない
65（29.5％）

すべて知っている
15（6.8％）

　無回答
　13（5.9％）

 

116

108

75

53

50

46

44

24

2

0 20 40 60 80 100 120 140

育児休業中の社会保険料免除（労働者本人・事業主）

育児休業基本給付金・育児休業者職場復帰給付金

育児・介護費用助成金

事業所内託児施設助成金

育児休業代替要員確保等助成金

育児・介護休業者職場復帰ﾌ゚ﾛｸ゙ﾗﾑ実施奨励金

育児両立支援奨励金

男性労働者育児参加促進給付金

無回答

社

37.3%

52.8%

35.2%

31.0%

16.9%

32.4%

76.1%

81.7%

1.4%

 

 

    ⑥ 認定を受ける予定 

      上記②にて、行動計画を「策定済み」又は「策定中･予定」の 57 社において、認定受ける

予定について、「予定あり」としている企業は 8.8％にとどまり、86.0％の企業が、「未定」又

は「予定なし」としている。 

      「予定なし」としている 25 企業において、認定を受けない理由として、「認定を受けてもメ

リットがない」が 36.0％と最も多く、次いで「計画目標の達成が困難」が 28.0％なっている。 

 無回答 
3 （ 5 . 3 % ） 

未定 
24 （ 42 . 1 % ） 予定 なし 

25 （ 43 . 9 % ） 

予定 あり 
5 （ 8 . 8 % ） 

9

7

3

5

1

0 2 4 6 8 10

メリットなし

目標達成が困難

認定制度不知

その他

無回答

社

 

(36.0%) 

(28.0%) 

(12.0%) 

(20.0%) 

(4.0%) 
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 (2)  市町村 

   ① 市町村地域行動計画への「職場生活と家庭生活の両立の推進」の掲載 

     市町村地域行動計画において「職場生活と家庭生活の両立の推進」が盛り込まれている

ものは、31 市町村（88.6％）、盛り込まれていないものは、４市町（11.4％）となっている。 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

盛り込まれている

１１（８４．６％）

１７（８９．５％）

３（１００．０％）

盛り込まれ

ていない

２（１５．４％）

２

（１０．５％）

市

町

村

１３

１９

３

市町村

 

(注) 県内 35 市町村を対象として、郵送による調査を行った結果による（回答率

100.0％）。 
 
   ② 「職場生活と家庭生活の両立の推進」の掲載内容（複数回答） 

      市町村地域行動計画において「職場生活と家庭生活の両立の推進」が盛り込まれてい

る 31 市町村の掲載内容は、「各種就労支援制度（育児・介護休業制度、各種助成金等、

再雇用等）の普及・啓発」が 25 市町村（80.6％）と最も多く、次いで、「両立支援のためのセ

ミナー等研修会の開催」及び「一般事業主行動計画策定のための普及・啓発」が 14 市町

村（45.2％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盛り込まれ
ていない
4（11.4%）

盛り込まれ
ている
31（88.6%）

25

14

14

11

7

0 5 10 15 20 25 30

各種就労支援制度の普及啓発

セミナー等研修会の開催

一般事業主行動計画策定の普及･啓発

その他

両立支援に取組む企業への優遇･助成措置

延べ市町村

(80.6%)

(45.2%)

(45.2%)

(35.5%)

(22.6%)
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   ③ 「職場生活と家庭生活の両立の推進」の実績 

      市町村地域行動計画において「職場生活と家庭生活の両立の推進」が盛り込まれてい

る 31 市町村のその実績は、「各種就労支援制度（育児・介護休業制度、各種助成金等、

再雇用等）の普及・啓発」が 11 市町村（44.0％）と最も多く、次いで、「一般事業主行動計画

策定のための普及・啓発」が７市町村（50.０％）の順となっており、実施していないものが

延べ 46 市町村（64.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ④ 「職業生活と家庭生活の両立の推進」に掲げる施策実施時の連携 

 市町村行動計画において「職場生活と家庭生活の両立の推進」が盛り込まれている 31

市町村のうち、同施策実施時に関係機関と連携しているとしたものは、６市町村（19.4％）

にすぎない。 

       さらに、連携しているとした６市町村の連携先（複数回答は、県及び労働局が４市町村

（66.6％）となっている。 

連携して
いない

25（80.6%）

連携して
いる

6（19.4%）

4

4

1

0 1 2 3 4 5

労働局

県

その他

延べ市町村

 

 

0 10 20 30 40 50

未実施

その他

両立支援に取組む企業への優遇･助成措置

一般事業主行動計画策定の普及･啓発

各種就労支援制度の普及啓発

セミナー等研修会の開催

延べ市町村

２（14．３％）

１１（４４．０％）

７（５０．０％）

０

５（４５．５％）

４６（６４．８％）

(66.6%) 

(66.6%) 

(16.７%)



次世代育成支援対策に関する体系図

次世代育成支援対策推進法（平成17年4月施行）
【目的】

次世代育成支援対策を推進するために必要な事項を定めることにより、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、もって次代の社会を担う子供が健やかに生まれ、
かつ、育成される社会の形成に資する

【次世代育成支援対策とは】
次世代の社会を担う子供たちが健やかに生まれ、かつ育成される環境整備のための、国・地方公共団体が講じる施策又は、事業主が行う雇用環境の整備その他の取組

【基本理念】
次世代育成支援対策は、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して実施

【責務等】
国・地方公共団体：次世代育成支援対策を総合的かつ効果的に推進するよう努めなければならない
事業主：①雇用する労働者に係る労働条件の整備、職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするため必要な雇用環境の整備を行うことにより次世代育成支援対策を実施、

② 国・地方公共団体の次世代育成支援対策に協力
国 民：①次世代育成支援対策の重要性に対する関心と理解、②国・地方公共団体の次世代育成支援対策に協力

行動計画策定指針(平成15年告示）

主務大臣は、基本理念にのっとり、国において地方公共団体及び事業主が行動計画を策定するに当たって拠るべき指針を策定

市町村行動計画
○ 地域住民の意見の反映（ニーズ調査、説明会等）、計画内容・変更、実施状況
（年1回）の公表

○ 行動計画策定指針に即して、地域における子育て支援、親子の健康の確保、教
育環境の整備、子育て家庭に適した住居環境の確保、仕事と家庭の両立等につい
て、可能な限り定量的な目標の設定、目標達成のために講ずる措置の内容を記載

市 町 村

都道府県行動計画
○ 地域住民の意見の反映（ニーズ調査、説明会等）、計画内容・変更、実施状
況（年1回）の公表

○ 行動計画策定指針に即して、地域における子育て支援、親子の健康の確保、
教育環境の整備、子育て家庭に適した住居環境の確保、仕事と家庭の両立等に
ついて、可能な限り定量的な目標の設定 目標達成のために講ずる措置の内容
を記載

都道府県

提出（策定・変更） 必要な助言、援助、
調査の実施

一般事業主行動計画
・ 大事業主（３０１人以上雇用）：策定を義務付け
・ 中小事業主（３００人以下雇用）：策定は努力義務
○ 行動計画策定指針に即して、従業員の仕事と家庭に両立等に関し、企業の実情に応じて
達成状況を客観的に判断できる目標、目標達成のために講ずる措置の内容等を記載

○ 計画設定に当たっては、推進体制の整備、労働者の意見の反映等が重要

事 業 主

厚生労働大臣（都道府県労働局長）

届出
変更届出

届出勧告
（大企業）

認定申請 認定 認定取消

主務大臣（厚生労働大臣、国家公安委員会、文部科学大臣、農林水
産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大臣）

提出（策定・変更）
必要な助言、援助

計
画
の
措
置
実
施
時
の
助
言
・
援
助

厚生労働大臣

○ 一般事業主の団体・連合団体
○ 一般事業主行動計画策定・実施に関し情報提供、相談、
援助の業務を実施

次世代育成支援
対策推進センター

相
談
、
そ
の
他
の
支
援

申請

指定 改善命令 取消

○ 都道府県、市町村、事業主、社会福祉・教
育関係者等が組織

○ 施策、取組への協力等
○ 協議結果を尊重しなければならない

次世代育成支援対策地域協議会

計画の策定、措置の実施に当たり、連携市町村、都道府県計画の策定、措置の実施に関し意見交換等

事業計画、事業
報告書の提出

（参考）

-９-



001798
ノート
001798 : None

テキストボックス
（参考）

テキストボックス
(注)　厚生労働省のリーフレットから抜粋。

テキストボックス
-10-



山形カシオ株式会社両立支援行動計画

１．計画期間 平成１７年４月１日～平成１９年３月３１日

２．内  容

目標１
  仕事と育児に対する理解の浸透を図り、育児休業の取得状況の向上を図るために
  管理職に対する説明会を年１回以上実施する。
   （女性従業員…取得率７０％以上、男性従業員…取得者１名以上）

目標３
  育児休業後の職場復帰の円滑化を図るために、休職期間の会社情報提供を行い、また
  復職前研修を実施する。

目標４
  職場復帰後の育児と仕事の両立を支援するために勤務時間短縮制度の拡大を行う。
  （３歳→小学校入学前まで）

目標５
  配偶者の出産に伴う特別休暇を１日から２日に拡大する。

目標６
  休暇を取得しやすい環境作りのため、積立有給休暇の取得事由の拡大、有給休暇の分割
  使用可能回数の拡大、アニバーサリー目的の有給休暇取得促進を行う。

目標７
  地域の子供達への就業体験の場を提供するために会社見学を実施する。

目標２
  従業員に制度を理解してもらい、安心して育児を行っていくための「ハンドブック」を作成し
  従業員に配布すると同時に、ＨＰに掲載する。

テキストボックス
（参考）

テキストボックス
（注）厚生労働省のホームページ（両立支援のひろば）から抜粋した。

テキストボックス
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社員が仕事と子育てを両立しながら、その能力を十分に発揮できるような雇用環境の整備を行うと 

株式会社 大 沼 行動計画 

ともに、次世代育成支援について地域に貢献できる企業となるため、次の行動計画を策定する。 
 
1.計画期間 平成 17 年 4 月 1 日から平成 20 年 3 月 31 日までの 3 年間 
 
2.内容 
 【子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための雇用環境 
  の整備】 
 
 
 
 
 
  ＜目標達成のための対策＞ 

〔目標 1〕 
平成 16 年に導入した「子の看護休暇」について、現行の「小学校就学の始期に達する 
までの子」より延長し、「小学校 3 年までの子」まで対象を拡大する。 

  平成 17 年 4 月以降 
①社員の具体的ニーズの調査 
②人事部において、制度改正の詳細について検討 
③労使協議の委員会設置 

 
 〔目標 2〕 

計画期間中に「育児休業」の取得状況を以下のとおりとする 
    男性社員:1 人以上、取得すること 
    女性社員:取得率 80%以上にすること 

 
 
 
 
 
  ＜目標達成のための対策＞ 
  平成 17 年 4 月以降 

①全社員に対して、行動計画の内容について周知する 
②「育児休業」に関する育児支援措置について社内報等を通じて、周知・ 
 啓発する 
③男性社員及び、期間契約社員(入社 1 年以上)も、「育児休業」を取得 
 できることについて社内報等を通じて周知・啓発する 
④休業者に対して、定期的に情報の提供を行う 

 

テキストボックス
（参考）

テキストボックス
（注）厚生労働省のホームページ（両立支援のひろば）から抜粋した。

テキストボックス
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1

認定を受けると

　次世代育成支援対策推進法第13条に基づき、事業主の方は、行
動計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計画を策定し、当該
計画を実施し、計画に定めた目標を達成したことなど一定の要件を
満たす場合には、申請を行うことにより都道府県労働局長の認定を
受けることができます。

　表示をつけることにより、次世代育成支援対策に取り組んでいる企業であることが
広く周知されることになり、企業等のイメージがアップします。
　また、企業等に雇用される従業員のモラールの向上や、それに伴う生産性の向上、
優秀な従業員の定着などが期待されます。　

　求人広告やハローワークの求人票に記載することにより、優秀な人材を確保するこ
となどが期待されます。

　なお、認定を受けた者以外の者が、この表示又はこれと紛らわしい表示を付すこと
は禁じられており、罰則が科されます。
 （次世代育成支援対策推進法第26条第１号）

　認定を受けた事業主は、その旨を示す表示（マーク）を広告、商品など
につけることができるようになり、認定を受けた企業であることを対外的
に示すことができます。
 （次世代育成支援対策推進法第14条）

テキストボックス
（参考）

テキストボックス
（注）厚生労働省のパンフレットから抜粋した。　

テキストボックス
-13-



2 3

認定を受けるためには
　認定を受けるためには、以下の１から８までの全ての基準を満たす必要があります。
　認定を受けることを希望する場合は、行動計画の策定段階からこれらの基準を踏ま
える必要があります。
　策定した行動計画を達成した場合に認定を受けられるかどうかについては、都道府
県労働局雇用均等室に御相談下さい。

認 定 基 準 １
雇用環境の整備について､行動計画策定指針に照らし適切
な行動計画を策定したこと。

認 定 基 準 ２ 行動計画の計画期間が､２年以上５年以下であること。

認 定 基 準 ３
策定した行動計画を実施し､それに定めた目標を達成した
こと。

認定基準４．５
計画期間内に､男性の育児休業等取得者がおり､かつ､女性
の育児休業等取得率が70％以上であること。

認 定 基 準 ６
３歳から小学校に入学するまでの子を持つ労働者を対象と
する「育児休業の制度または勤務時間の短縮等の措置に準
ずる措置」を講じていること。

認 定 基 準 ７

次の①から③のいずれかを実施していること。
①　所定外労働の削減のための措置
②　年次有給休暇の取得の促進のための措置
③　その他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整
備のための措置

認 定 基 準 ８
法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事
実がないこと。

テキストボックス
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